平成21年度　第9回建設事業評価委員会議事概要

日　　時　平成21年12月17日（木）　10時～12時10分
場　　所　大阪府職員研修センター（大阪府新別館南館8階）大研修室
出席委員　松澤委員長・岩井委員・柏原委員・小池委員・曲田委員・増田委員
議　　題　（１）下期案件の審議について
（「○」：委員の発言、「◆」：委員長・事務局・部局の説明等、「⇒」：事務局・部局からの応答等）
【議事概要】

（１）下期案件の審議について
◆[委員長]本日は、前回委員会での質問や意見に対する説明を受けて、審議を進めたいと思う。
　◆事務局から、前回委員会での意見とそれらを踏まえた課題について説明。

・農空間整備事業「交流型集落道整備事業（堺南部地区）」と街路事業「千里丘三島線」は、事業着手後に事業費が大幅に増減しているため、事業費の増減を当初から予測することが難しかったのかという意見があった。いずれの事業も事業費の変動理由を確認する必要があると考えている。また、過去の同様の事例を分析し、今後、こうしたことを防ぐ方策を考える必要があるといった指摘もいただいた。

・道路事業「大阪河内長野線（大野天野区間）」は、昨年度末時点での用地買収率が17パーセントであるが、予定どおり平成23年度までに完成できるのか、また、街路事業「松之浜駅前通り線」は、東側のⅡ期区間は府の「財政再建プログラム（案）」により、予算の目途が立っていないので、見通しが立たないのであれば中止するなど、メリハリを付けられないのかといった意見があった。
・空港周辺整備事業「大阪国際空港周辺緑地（利用緑地）整備事業」は、平成25年度に完成予定であるが、知事が空港を見直す旨の発言をされている中で、そうした方針と整合性を保たないと無駄な投資になってしまうのではないかとの意見をいただいた。

・安威川ダムは、今回の利水撤退に伴い治水ダムとして事業を継続することが妥当かどうか、継続する場合はダム高を現状のまま維持するのか、1.5メートル下げるのかどうか、現状を維持する場合は、利水容量部分の100万トンをどう活用するかなどがポイントであろうと考えている。

◆[委員長]農空間整備事業「交流型集落道整備事業（堺南部地区）」と街路事業「千里丘三島線」について、担当部局から、事業費増減の内容と理由の説明をお願いしたい。
◆環境農林水産部から、農空間整備事業「交流型集落道整備事業（堺南部地区）」の事業費の変動要因を説明。
・計画策定時は、「土地改良事業の計画設計基準（農林水産省）」に基づき、現地踏査、概略路線計画、自然環境調査、用地調査、既存資料を活用した気象、水文、地形、地質の検討を行い、事業費を18億円と算定した。基礎地盤については、本工事施工箇所の直近で、平成13年に行ったボーリング調査のデータを準用し、地盤状況を想定した。

・測量試験調査費は、現場付近に生息する希少生物への影響調査の実施やＢブロックでの橋梁区間の延長に伴う設計、土質調査の実施により、９千万円から２億７千万円に増加した。用地補償費は、用地の単価が見込みの約半分に下落したため７億円から4.5億円に減少した。工事費は、Ａブロックで自然環境への影響を最小限に留めるための擁壁工数量の増加や希少生物の生息域の保護対策により1.8億円から３億円に増加。Ｂブロックでは、実施設計時の土質調査により軟弱地盤が確認されたため、当初計画どおり盛土工事を行う場合の工事費を10.5億円と見込み、自然環境や景観に配慮した全線橋梁化に変更する場合と事業費等を比較検討した結果、橋梁化に工法を変更することとし、これにより5.9億円から10.9億円に増加。Ｃブロックでも軟弱地盤が確認され、盛土区間で大幅な基礎地盤の改良が必要となったことなどにより、2.4億円から7.5億円に増加した。当初の見込みに比べて、かなり地盤が悪かったことが、事業費の大幅な増加の主な要因であり、担当課としては大変反省しなければならないと考えている。

・今後は、当初計画策定時に事業費の変動要因をできるだけ予測し、必要に応じて補足調査を行い、当初から計画の精度を高めるとともに、既存データの活用だけでなく、できるだけ新たなボーリング調査を行いながら基礎地盤の予測精度を高めていきたい。また今回、工事の施工順序に合わせ、ブロック割をして順次調査設計を行ったため、全体事業費の増減の把握が遅れた。これが、本委員会での審議が事後になった原因だと考えているので、事業着手後も全体の状況を適切に把握し、事業費の大幅な変動が予測される場合は、事前に評価いただけるよう対応していく。

○どの事業でも同じだが、最初に計画を立てる段階で、多少お金がかかっても必要な調査をやり切って、当初計画の精度を上げるべきである。途中で修正が必要になれば、時間が余計にかかり、時間が延びると費用がさらに増える。最初に十分準備をした上で、工事はスピーディーに行う仕組みを考えてほしい。

○Ｂブロックでは路線が弓なりに曲がっていて、計画策定時に土質データを取った箇所から大きくはずれている。計画策定時にデータを取った場所の地盤が悪くないのであれば、そこを通すように路線の線形のほうを変えることはできないのか。

⇒[環境農林水産部]計画時に土質データを取った箇所は、堺市が「自然ふれあいの森」として里山保全活動を行っているエリアであるため、そちらにルート振ることができなかった。
○こうした失敗事例はいくらでもあると思うが、民間企業であれば、誰かが責任を取らなければならない。今回の説明では、反省されているということだが、府では、どなたかが責任を取られるのか。誰かがどこかで何か責任を取らなければ同じことが何回も起こる。失敗を繰り返さないために、何か仕組みを作ってほしい。

◆[委員長]事業費が増加した経緯についての理解は得られたと思う。事業継続上の特段の課題はないが、事前の調査やデータの収集が非常に重要だということが明らかになったので、意見具申の際には、今後の課題として書き添えたいと思う。他になければ、街路事業「千里丘三島線」の説明をお願いしたい。
◆都市整備部から、街路事業「千里丘三島線」の事業費の変動要因を説明。
・本事業の事業費は、平成11年度の評価時点では99億円であったが、前回評価の平成16年度の時点では175億円に増加している。平成11年度の時点ではＪＲの工事が計画段階であり、詳細な事業費が算出できなかったことから、概算工事費をもって事業費としていたが、平成12年度にＪＲと行った施工協議に基づき、平成16年度に事業費を精査したところ大幅に増加した。

・事業費増加の具体的な要因は、JRや地元等関係者との協議により、東海道本線の通行速度上昇への対応に伴う工事桁の性能アップ、一日当たりの線路内作業時間の大幅な短縮、軌道・電気工事の追加、仮設材の数量の増加、既設の電気・通信設備の移設数量と地下埋設物の撤去数量の増加、歩道舗装の美装化が新たに必要となったことである。

・一方、現時点の事業費は144億円で約30億円減少しているが、これは、当初、本事業期間中に予定されていたJRによる貨物線の増設が実施されないこととなり、仮設桁の設置が不要になったこと、仮設桁設置のためのスペースを作業に利用できるようになり、作業効率が上昇したこと、現地の掘削により、当初の想定より安定した地盤であることが判明し、薬液注入量や地盤改良の範囲が減少したことが、主な要因である。

・なお、近年発生しているゲリラ豪雨により、アンダーパス部の冠水被害が見受けられることから、新たに冠水情報装置を設置するための必要額として、今回４千万円増額している。

○今回の事業費の減額は、工数が減少したことによるもので当然のこと。もともと必要な工事だけを行った場合と比較して、いくら事業費が減額されたか分かるのか。

⇒[都市整備部]作業スペースが拡がったことで作業効率が上昇したということは言えるが、それ以外の部分では分からない。

○それはＪＲ側の都合による棚ぼたの減額。こうした変動は、相手のあることなので、もし逆に増加しても仕方ない部分はあると思うが、実際に掘削したら想定していたより地盤が安定していたことで工数が減ったというのは調査不足ではないのか。本当に掘削しなければ分からないのか疑問は残る。

◆[委員長]本事業も継続ということでよいと思うが、意見具申には先ほどと同様、事業費を変動させない取組みを今後の課題として書き込みたい。
前回の委員会では、これまでも総事業費が増加している案件がずいぶん出てきたが、事後的な報告になっているケースがあるとの意見があった。こうした過去のケースの状況について、事務局から、説明をお願いしたい。

◆事務局から、総事業費が増加した事例に関する考察について説明。
・過去に本委員会で審議した事業のうち総事業費が１割以上増えたものを分析した。事業費増加の理由は、着手後の調査で地盤改良や本格的な文化財調査が必要となった、用地補償等が見込み以上に必要となった、事業計画や工法等の変更が必要となった、鉄道事業者や警察等の協議により事業費が増加した、事業費の再精査により事業費が増加したといったことに大別される。

・昨年の本委員会においても、事業費の大幅な増加やそれに伴う再評価の時期が論点となったため、評価調書には、工事費の内訳、工種ごとの費用、事業費の変動理由や着手後に事業費変動の可能性がある場合にはその旨を記載するよう改善した。また、総事業費が３割以上増減する場合は、変動する前に再評価を行うルールを導入したところなので、今後、可能な限り事前の調査や協議を実施し、着手前に事業費の適切な積算に努めること、事業費増加の可能性が生じた時点での再評価の実施を周知徹底するとともに、結果として事業費が増加する場合は、理由の合理性を確認していくことで対応していきたい。

○他の事業費と比較すると建設事業費は予算規模が大きいためか、1億円、2億円の変動は当たり前といった姿勢が見受けられる。1億円と言えば、普通なら相当厳密に検討するような金額である。建設事業でも事前にもっと真剣に検討するよう考えなければ、財政健全化は難しいのではないか。

○実績を見ると、事業を進める中でC（費用）が1.5倍や2倍になるケースがある一方、B（便益）は割合甘く算定され、実際には想定したほどの効果が上がっていないものもある。非常に難しいとは思うが、例えばB/Cが4以上でなければ事業を実施しないなど、大阪府独自に基準を見直すことを提案したい。また、先ほど、責任問題について意見があったが、府ではどのような制度になっているのか教えてほしい。

○事業期間が延びると、いろいろな意味で経費の拡大が絡むので、効率性を意識しながら期間内に仕上げることが大事である。また、今年度から、事業費が3割以上増減する際に再評価を行う3割規定を導入したが、割合だけでなく絶対額の基準も検討する必要がある。さらに、当初の事業費の精度を上げるためには、初期段階での予算の増額を伴う。十分な調査を行うための予算を措置せずに、精度を上げろと言っても無理なことなので、そうした仕組みを作る必要がある。

○事業が決定するまでの調査費を十分付けるシステムが必要である。地盤を精査すれば、ほとんどの事業でコストが当初より上がると思うので、土木建設工事の計画段階の進め方自体を再検討する必要がある。

⇒[事務局]これまでは事業費に増減があってもそのまま継続されていたが、今年度から3割ルールを導入したことで、事業費の大幅な増減が委員会の場に出てくるようになった。増減の理由が適切かどうか、計画段階ですべきことをやっていなかったのか、説明責任を負わせて検証する場ができたことは、かなりの前進と考えている。

　　府の人事評価制度は、当該年度の達成度を評価するもので、過去の実績等は昇任昇格に反映される。こうした委員会の場で説明を果たすことによって、その責任が明らかになっていくと思う。金額だけでなく工期の変動についても網を掛けていくかどうかは、今後の検討課題であろうと思う。その理由が適切かどうか検証する場があれば、緊張感を生み出す効果は期待できるので、事業担当部局とも相談しながら検討していきたい。

○雇用対策のために工期を延ばしているということはないのか。

⇒[事務局]雇用対策は商工労働部が担当しており、緊急雇用対策に関する調整は行っているが、雇用のために府の建設事業の工期を延ばすということ行っていない。

◆[委員長]　根本的な問題でもあるので、今日すぐに、結論が出るというものではないと思う。事業費の増加については、本日の意見を踏まえ改善に努めてほしい。また、調査費については、改善策を検討し報告をお願いしたい。
他になければ、道路事業「大阪河内長野線（大野天野区間）」と街路事業「松之浜駅前通り線」の進捗状況等について、担当部局から説明をお願いしたい。

◆都市整備部から、道路事業「大阪河内長野線（大野天野区間）」のスケジュールを説明。
・現在、工事区間の両端の土地は買収が完了しており、引き続き未買収地の用地交渉を行っていくが、今年度は、箱型函渠工に係る部分の用地買収を見込んでいる。この用地が買収でき次第、箱型函渠の工事を開始する。道路改築工に係る部分については、7名の共有名義で保有されている土地があり、この土地が買収予定面積の約３分の２を占めている。この部分は、来年度には買収できる見込みで、買収完了後、平成23年度までに道路整備工事を行い、23年度末には完了する予定である。

○担当部局からは、よく「予定である」と説明がある。実際は無理だが予定という表現で工事や計画が進められているということはないのか。アバウトな予定なのか、実現性の高い計画としての予定なのか、どちらか教えてほしい。

⇒[都市整備部]地権者の方は事業に反対されているわけではない。代替地や今回の工事で残ってしまう残地の買取り等について希望があるため、現在、それらの調整を行っているところなので、来年度には買収を完了できるだろうと見込んでいる。

　○予定どおり可能だと考えてよいのか。

⇒[都市整備部]可能である。
○工期が伸びることは何よりもよくないが、用地買収に関しては、行政側の都合ではなく、買収される府民の方の都合に配慮をお願いしたい。

◆都市整備部から、府の道路整備の考え方と街路事業「松之浜駅前通り線」を説明。
・「財政再建プログラム（案）」策定前は、大阪の骨格を形成する道路の整備と渋滞を解消するための取組みを「骨太」、地域の課題を解決するための道路整備を「府民密着」として、二本柱で事業を進めてきた。「財政再建プログラム（案）」策定後は、事業費の２割削減を踏まえ、重点化を行っている。「骨太」のうち、第二京阪道路・大和川線や開かずの踏み切り対策等で府民の安全確保の観点から優先度の高いものは「最優先」で、それ以外の渋滞対策などは「ペースダウン」して整備することとし、「府民密着」は早期概成が可能なものは「最優先」で整備、残事業費が大きいものや用地買収の難航が予想されるものは、「一旦休止」としている。但し、「一旦休止」であっても、安全確保や生活再建の観点から用地の買取り請求があった場合は、可能な範囲での対応は行うこととしている。

・松之浜駅前通り線のⅠ期区間は、早期概成が可能であることから最優先で整備を進めている。一方、Ⅱ期区間は、用地の境界確定が難航している箇所があることから、一旦休止と仕分けしている。但し、ここでの一旦休止は道路整備の考え方における休止であり、建設事業評価委員会における休止とは意義が異なるのでご留意いただきたい。

○財源が確保できれば、その時点で再開するということか。

⇒[都市整備部]再開時期は、最優先の路線やペースダウンの路線の進捗状況、府の財政状況等を踏まえ検討していく。

○評価委員会の休止と道路整備の考え方における休止は具体的にどう違うのか。
⇒[都市整備部]道路整備の考え方における休止は、地権者の方から用地の買取り要望等があれば、安全確保や生活再建の観点から検討し、必要な場合は用地を買い取る。休止といえども事業費を投入する可能性のある点が異なる。
○最優先とペースダウンを合せた70箇所は、総額でどの程度の事業費があれば整備できるのか。

⇒[都市整備部]概算であるが、道路事業で約82億円、街路事業で約75億円を見込んでいる。今後、年間の予算が約150億程度で推移していった場合を想定して線を引いている。なお、この金額は大和川線を除いているので、それを含んだ街路事業の見込額は約210億円である。
◆[委員長]次は、空港周辺整備事業「大阪国際空港周辺緑地（利用緑地）整備事業」だが、前回の委員会で、知事が伊丹空港の見直しを発言されている中、そうした方向と整合性を保たないと無駄な投資になりかねないという意見があった。本事業は、空港問題と全く無関係ではないと思われるので、動きを見ておく必要はあると思うが、総事業費約30億円のうち現在の投資済み額が約18億円、残りが12億円となっている。残りの12億円はどのような内容に投資されるのか、また、この投資を節減することが可能かどうか、担当部局から、説明をお願いしたい。

◆政策企画部から、大阪国際空港周辺緑地（利用緑地）整備事業の計画変更の可能性等を説明。

・本事業は、航空機騒音の緩和や排気ガスの低減による周辺住民の生活環境改善が本来の目的であることから、当初計画どおり進めることが行政の責務と考えている。
・未完成の街区には、地域の要望に基づきサッカー・ラグビー場やビオトープ、この緑地の北半分をカバーするための駐車場を設置する計画になっている。ビオトープは既に着工していることや広大な敷地を使えない状態で放置するのは管理上望ましくないことから、未完成街区の整備を見合わせることは適当ではないと考えている。また、施設整備は行わず芝生広場とすることも考えられるが、３街区それぞれに地域の要望にそった目的があることから、計画通り整備する必要があると考えている。

○この事業は空港の問題そのものと関連している。国土交通大臣、知事、地元市町村の考え方が錯綜しているので、その様子を慎重に見極めながら、どう転んでも良いような範囲で進める必要があるのではないか。

⇒[政策企画部]知事の提案は、すぐに伊丹を廃止するものではない。将来的な話であり、その間はここを飛行機が飛ぶ。完成予定が平成25年度で用地買収も終わっており、地元の要望もあることから完成目指して取り組んでいきたい。

○この事業は、地元との約束事として実施されているのか。また、オープンスペースとしての整備の仕方には幅があると思う。今後の整備にどうしても12億円が必要なのか、例えば6億円では何もできないのかどうか教えてほしい。

⇒[政策企画部]地元には「航空機公害対策連合会」という自治会等で構成された組織があり、そことの交渉は行っているが、一方的な要求で緑地を整備することになったわけではなく、市や国と十分調整した上で、施設の整備構想を固めた。設置する施設は、地元の要望を重視して決めたもので、これらを整備するために必要な金額と考えている。維持管理等については、地元と協働しながらコスト縮減につなげたいと考えている。
○コスト縮減は非常に大事だが、地元のボランティアだからコストがかからないという考え方はよくない。地元の参画があっても、適切な維持管理費はコストとして見込むことが必要で、コスト縮減の手法として住民参加を利用する考え方は、もってのほかである。

⇒[政策企画部]ビオトープの維持管理は通常の公園に比べ非常に手間がかかる。そこにボランティアとして地元の参画があれば、その手間の部分が助かるという趣旨である。
○騒音、排気ガス対策として整備される緑地で、スポーツをしても健康的被害はないのか。
⇒[政策企画部]空港直下はスポーツにも好ましくないことから、緩衝緑地として閉鎖しており、やや離れたところを利用緑地としている。
◆[委員長]概ね、意見は出たと思う。当面は、空港問題とは関係なく事業を進めるということでよいと思うが、今後、何らかの急な動きがあり、投資節減などの必要性が判明した場合には、意見具申案にその旨を記載したい。
予定の時間となったので、本日の会議は、これで終了する。本日予定していた安威川ダムの審議は次回に行いたい。また、継続案件である槇尾川ダムは、第6回委員会でお願いした資料がまだ提出されていないので、資料が示された段階で、審議を行うこととしたい。本日は、長時間ご議論いただき、お礼申し上げる。
以上
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